(別紙様式２)
企　画　提　案　書

業務名：令和８年度群馬県地域資源活用・地域連携サポート事業運営業務

１　業務概要
(1)企画提案の目的・実施方針及び実施による効果
	ア　企画提案の目的・実施方針


イ　実施による効果





(2) 支援体制の概要及び添付資料
ア　応募事業者の概要
(ｱ)　名称


(ｲ)　事務所の所在地及び連絡先
	
	所在地
	連絡先（電話番号）

	主たる事務所
	
	

	その他の事務所
	
	



(ｳ)　代表者名


(ｴ)　従業員数


(ｵ)　設立年月日


(ｶ)　所有施設の概要




イ　応募事業者の支援実績
（応募事業者がこれまでに行った類似の支援事業がある場合は記載してください。）
	項　　目
	具　体　的　内　容

	地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に取り組む事業者に対する個別相談･助言

	これまでに行った相談・助言実績について記述


	地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携よる価値創出に取り組む事業者を対象とした異業種交流・マッチング活動
	これまでに行ったマッチング活動及び連携に至った事例等について記述。





	農林水産業の高付加価値化を具現化するための計画策定支援
	これまでに行った計画作成支援（コンサルティング等）の活動内容を記述 。



	地域資源活用に関するビジネスを支援・先導する人材の登録・派遣
	商品開発支援，プロモーション活動に携わる人材の発掘・派遣等の実績を記述。



	人材育成研修会の実施
	経営感覚を持って地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に取り組む人材を育成するための研修について，これまでの開催実績（内容・回数等）を記述



　
ウ　添付書類
(ｱ)　定款又はこれに準ずる規約
(ｲ)　役員等名簿
(ｳ)　応募事業者の直近の事業計画及び収支決算書等
(ｴ)　その他事業承認者が特に必要と認める書類
注：申請に際し必要な書類を添付すること。

(3) 本業務の取組内容及び実施内容
ア　応募事業者の組織体系
(ｱ)　本業務を行うための常設拠点の名称、所在地及び連絡先
	本業務を行う常設拠点
 の名称
	常設拠点の所在地

	常設拠点の連絡先


	
	
	



(ｲ)　本業務を行うための人員配置計画
　　　（統括企画推進員（統括責任者）、企画推進員（企画担当者）経理責任者及び経理担当者の配置　　　並びにその他補助的人員の雇用を含めた組織体制を記載。特に経理部門においては複数の人員によるチェック体制について記載すること。また、群馬県地域資源活用・地域連携サポートセンターの設置・運営事業業務と人材育成研修会運営事業業務で体制が異なる場合は、それぞれについて記載すること。）
	





イ　統括企画推進員（統括責任者）及び企画推進員（企画担当者）の関連業務の知見　や経験等の有無
	





ウ　地域プランナーの募集・選定について
　　　　※具体的な募集方法、募集期間、選定方法等について記載。
	





エ　地域プランナー候補の登録計画及び資質について
	氏名

	所属
(業務内容)
	学識経験
(○×とｶﾀｶﾅ）
	コーディネート経験
及び成果(○×)
	コミュニケーション能力
(○×)

	(例)○○


	㈱○プランニング
(コンサルタント，広告)
	○	エ


	○


	○



	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	


	


	


	


	




※表の内容が明示されていれば、別の様式に取りまとめて添付しても結構です。
記載方法
学識経験：以下のとおり記入してください。
	農業及び関連分野に関する専門的知見
ア～ウの分野に一定の知見を有し、かつ、以下の関連分野に高度な専門的知見を有する場合、学識経験の欄に○を付し、関連分野の名称を記してください。


	ア　県内農林水産物の生産実態
イ　農林水産物の加工
ウ　農林水産物の加工品の流通
関連分野(例)
輸出、知的財産、ＩＴ（デジタル技術）、異業種連携、観光、ブランド戦略、金融、経済、ＰＬ法、メディア戦略、デザイン、生産工程管理、労務、衛生、食品の機能性




コーディネート経験及び成果：次の条件で判断の上、○・×で表記してください。
· 地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に係るコーディネート業務の経験があり、成果を上げている場合は「○」。成果が上がっていない場合は「×」。
· 自ら地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に取り組んでいる事業者で、成果を上げている場合は「○」。成果が上がっていない場合は「×」。
· コーディネート業務に携わった経験が無く、自らも地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に取り組んでいない場合は、「×」。

コミュニケーション能力：次の要件を全て満たす場合は「○」、いずれか又は全て満たさない場合は「×」を記入してください。
· 地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に関係する各分野の人材に精通している。
· 地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に関する支援措置や総合化事業計画の作成支援・助言に関して事業者に対し丁寧に相談に応じ、的確な助言をする能力を有している。

オ　地域プランナーの評価方法について
	




カ　講師の選定方法について
　　　　※具体的な選定方法等について記載。
	





キ　業務の実施内容及び取組方法
	１　サポート活動
　①　 支援対象者の支援
	提案のポイント
　・
	具体的な実施内容・方法に関する提案内容
　・

　②　案件の発掘等
	提案のポイント
　・
	具体的な実施内容・方法・活動時期に関する提案内容
　・

　③　地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出の普及啓発を目的とした資料等の作成
	提案のポイント
　・
	具体的な実施内容・方法・作成時期に関する提案内容
　・

　④　その他事業者へのサポート活動について
	提案のポイント
　・
	具体的な実施内容・方法・活動時期に関する提案内容
　・

２　人材育成研修
　①　講義の開催について　　
	提案のポイント
　 ・
	具体的な実施内容・方法・開催時期・カリキュラムに関する提案内容
  ・

　②　インターンシップ研修の開催について
	提案のポイント
　 ・
	具体的な実施内容・方法・開催時期・受け入れ先に関する提案内容
　 ・




　　　　ク　実施時期、内容、件数等
　　　　 ●サポート活動
	実施時期
	内　　　　　容
	件数

	第１四半期
（４～６月）




	・サポート活動
① 地域プランナー派遣件数
②  企画推進員による対応
　(ア)電話
　(イ)訪問

	
延べ　件

延べ　件
延べ　件


	第２四半期
（７～９月）




	・サポート活動
① 地域プランナー派遣件数
② 企画推進員による対応
　(ア)電話
　(イ)訪問

	
延べ　件

延べ　件
延べ　件


	第３四半期
（１０～１２月）




	・サポート活動
①地域プランナー派遣件数
② 企画推進員による対応
　(ア)電話
　(イ)訪問

	
延べ　件

延べ　件
延べ　件


	第４四半期
（１～３月）




	・サポート活動
① 地域プランナー派遣件数
②  企画推進員による対応
　(ア)電話
　(イ)訪問

	
延べ　件

延べ　件
延べ　件



※上記の項目に準じ別様で作成記入しても結構です。
※上記の項目を説明するために必要な資料がある場合は，別途添付してください。

参考（県の想定件数：業務委託期間全体）
	合　計
令和８年４月
～令和９年３月



	・サポート活動
支援対象者の目標数：10名
① 地域プランナー派遣件数
②  企画推進員による対応
　(ア)電話
　(イ)訪問
	

延べ40件

延べ135件
延べ55件


　　　　　　　　　　　　　※件数は、重複しない。


●人材育成研修
	実施時期
	内　　　　　容
	回数・人数

	第１四半期
（４～６月）

	・人材育成研修会の開催回数・参加人数・開催時期

・国の支援制度や全国各地の取組事例、群馬県及び中央サポートセンターと連携した支援情報を提供する機会の有無
	回
人
月

有・無

	第２四半期
（７～９月）

	・人材育成研修会の開催回数・参加人数・開催時期

・国の支援制度や全国各地の取組事例、群馬県及び中央サポートセンターと連携した支援情報を提供する機会の有無
	回
人
月

有・無

	第３四半期
（10～12月）

	・人材育成研修会の開催回数・参加人数・開催時期

・国の支援制度や全国各地の取組事例、群馬県及び中央サポートセンターと連携した支援情報を提供する機会の有無
	回
人
月

有・無

	第４四半期
（１～３月）

	・人材育成研修会の開催回数・参加人数・開催時期

・国の支援制度や全国各地の取組事例、群馬県及び中央サポートセンターと連携した支援情報を提供する機会の有無
	回
人
月

有・無


※上記の項目に準じ別様で作成記入しても結構です。
※上記の項目を説明するために必要な資料がある場合は，別途添付してください。

参考（県の想定回数：業務委託期間全体）
	合　　計
（令和８年４月
　～令和９年３月）

	・人材育成研修会の開催回数及び参加人数
	講義８回
現場研修２回
（10日程度）
受講生数50名以上
※国の支援制度や全国各地の取組事例、群馬県及び中央サポートセンターと連携した支援情報を提供する機会を設ける。




２　業務に要する経費の積算
	
　



















	区　分
	内　訳 ・ 積算根拠
	金額（円）

	
	サポート活動









人材育成研修

	１　地域支援検証委員会開催費（委員謝金・旅費等）

２　サポート活動実施費（地域プランナー謝金・旅費等）

３　経営改善状況調査費（調査票印刷費、集計整理賃金等）

４　事業推進費（企画推進員費・旅費等）

５　事業管理運営費（管理運営費、資料印刷費等）

６　研修会開催費(管理運営費、講師謝金・旅費等)

	












	
	小計①
	

	
	消費税相当額②（①×0.1）
	

	
	税込事業費③（①＋②）
	


※人件費の積算は原則として次の方法により計算してください。
　　人件費＝ 時間単価×直接作業時間数
※なお，詳細は，別添「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」（平成22年９月27日付け22経第960号大臣官房経理課長通知）を参照の上，計算方法についても表中に明示してください。
